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　日本の社会においては，若者のクルマ離れなどということがいわれるように

なって久しい。少子高齢化，人口減少なども相まって，全体としての交通量が

減少していくということはあるかもしれない。けれども，人は移動せずにはい

られないものであるし，モノを移動させずにもいられない。通勤，買い物，レ

ジャー，物流など，さまざまな意味において，陸上を縦横無尽に高速移動でき

る乗り物がすたれていくとは考えられない。このような状況において，自動車

がもたらす事故をできるだけ減らしたい，叶
かな

うことなら事故をゼロにしたいと

いうのが，技術者の願いであるといえよう。

　自動車は，本質的に，前に進む。したがって，自動車が引き起こす事故は，

前方にある障害物（これは自動車かもしれないし，歩行者・自転車かもしれな

い，場合によっては，ガードレールなどの工作物や建築物かもしれない）にぶ

つかっていくものが多い。その代表的なものが，前方車両への追突であり，実

際に追突事故は件数も多い。ほかの事故形態を無視してよいわけではないが，

道路交通安全の向上のための第一着手としては，どうしても追突事故に注目せ

ざるをえない。

　こうした状況を背景として，追突回避に関する技術開発は先行的に行われて

きて，商品化も進められてきた。前方にいる自動車への追突を回避するという

技術的課題が，歩行者を回避するなどというほかの課題と比べて，技術開発が

比較的容易であったという点も否めないであろう。このような表現をしてしま

うと，著者らがいわゆる「技術中心の自動化」を礼賛，少なくとも承認してい

るように読者には見えてしまうかもしれない。確かに，こと自動車という市場
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型の製品は，売れるものでなければならない。ここまでモータリゼーションの

進んだ社会では，自動車が適正に売れ続け，自動車メーカ，部品メーカが健全

に利益を出し，それによってさらに安全な製品を世に提供するという社会的基

盤が確立していることはきわめて重要である。この意味において，自動車メー

カが，「ぶつからないクルマ」として追突回避ブレーキを優先的に商品化して

きたこと自体は否定されるべきものではないと考える。いずれにしても，追突

防止技術は，自動車の安全技術の開発を牽
けん

引
いん

してきたし，これからもそうであ

ろう。

　ここでの問題は，「やって，やれなくはない」という意味で技術的には可能

な自動的追突回避を，どのようにシステム化するかにある。詳しくは 3章以降

で後述するが，ある限られた条件下で自動回避が可能であるとしても，ただち

にドライバが不要だということにはならない。「ボタン一つで目的地まで連れ

て行ってくれる」という自動運転が世に出るのは，もしそれが現実になったと

しても相当遠い未来のことであると思われる。認知工学の分野で古くからいわ

れているように，人間（ドライバ）が信用ならないからといって，では，自動

運転で行こう，ということにはならないのである。なぜかといえば，システム

の設計者や，製造者もまた人間であり，彼らもどこかで間違える可能性はある

からである。この意味において，自動運転がバラ色の世界を作り出すわけでは

ないことに注意しなければならない。

　筆者らは，上記の問題意識を基に，制御工学，情報工学，認知工学などさま

ざまな分野から集結し，追突回避を支援するシステムとドライバとがどのよう

に協調できるかという問いを考え続けてきている。幸いにして，2006 ～ 2011

年度の間，2期 6年にわたって科学研究費補助金を獲得することができた（研

究代表者：伊藤　誠）。また，同時期に，自動車技術会ヒューマンファクター部

門委員会において，追突リスクに関する指標を比較検討するリスク認知評価指

標検討ワーキンググループ（WG）の活動も行われた（主査：丸茂喜高）。本

書は，その研究プロジェクト，WG活動の成果そのものではないが，大半をそ

うした活動で得られた成果によっている。
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iiiま え が き

　本書の構想は，科研費の研究期間を終える 2011 年度に，6年間の成果をま

とめて世に問いたいという思いを持ったことに端を発している。早いもので，

最初に構想を練り始めてから，すでに 3年の月日が経
た

とうとしている。この研

究プロジェクトを始めた 2006 年当時は，まだ衝突被害軽減ブレーキしか世に

は出ておらず，追突を自動で回避するシステムがここまで世に浸透するとは

思っていなかった。今日のこうした自動ブレーキの隆盛の中で，本書のような

書籍を世に出す意義はどのようなところにあるのだろうか。

　本書は，基礎的な事項をまとめた教科書ではない。追突防止に関する欧米の

技術開発の動向などは，責任をもって説明しきれない部分があるため，思い

切って割愛している。どちらかといえば，本書は，専門書としての位置付けに

なっている。しかし，数式の展開などは，論旨を説明するための最小限にとど

めてあるので，本書を読んでただちに制御系を構築するというわけにはいかな

いだろう。むしろ，本書の意義はその学際性にあると理解してもらいたい。自

動車の運転支援，自動運転の研究開発に携わる者は，多くの場合，機械・電

気・制御などの工学的な知識・スキルと，心理学的なものの見方，実験作法な

どを両方わかっている必要がある。この意味において，本書は，これから本格

的に研究，開発に取り組んでいこうとされる若手の技術者・研究者にとって，

考えるヒントをいくつか提供しているはずである。

　本書の構成や読み方にも触れておかなければなるまい。本書は，「基礎編」

（1～ 3 章）と「実践編」（4～ 6 章）に分かれている。基礎編では，基本的な

考え方や知識を整理している。実践編では，追突回避のための支援システムの

設計と評価の具体的な例を紹介している。

　各章における話題は概略以下のとおりである。

　1章では，追突という現象の複雑さ，難しさの説明を試みている。

　2章では，追突リスクを表す代表的な指標について，それぞれの定義や特徴

を整理している。

　3章では，認知工学的な視点から，ヒューマンマシン協調に関して最低限

知っておくべきと思われる基本的な知識を述べている。
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　4章では，追突警報システムの設計と評価の例を紹介している。

　5章では，自動ブレーキシステムの設計と評価の例を示している。

　6章では，警報，自動ブレーキ以外のアプローチについて，さまざまな新し

い視点を提供している。

　基礎編は，あえてやや無味乾燥な書き方にしてあるので，実践編から読み進

めて，わからない部分だけ基礎編から掻
か

い摘
つま

んで読むという方式でもよいよう

に思われる。

　表現についても，あらかじめいくつかご理解いただく必要がある。本書は，

学際的な領域に属することから，記号，単位系の使い方に違和感を覚える読者

もおられるかと思われる。著者の間でもかなり議論したが，最終的に本書では

このようなスタイルをとらざるをえなかった。各分野で論文や技術報告書など

を書かれる際は，その分野での文化に即した形で適宜表現を修正されたい。ま

た，説明の都合上，例えば車両の速度について，あるところでは m/s，別のと

ころでは km/hを使うなど，表現が揺らいでいるところもある。同様に加速度

についても，m/s2 と Gの混在もある。これらについても，むしろ表現を統一

するとかえってわかりにくくなると思われる箇所もあり，あえて揃
そろ

えていない

（一部は併記している）。そのことによって読みにくさを感じられる読者もおら

れるかもしれないが，著者らとしては，この点についてはお詫
わ

びするしかな

い。

　なお，本書の内容について，できるだけ正確を期したつもりではある。しか

し，誤りが残っていた場合は，すべて筆者ら，特に編著者たる伊藤，丸茂の責

任であることは明記しておかなければなるまい。内容に関することも含め，お

気付きの点があれば，編著者までご連絡をお願いしたい。

　本書を上
じょう

梓
し

するまでに，非常に多くの方々にご協力いただいた。科学研究

費基盤研究（A）を推進するにあたりご尽力いただいた関係各位に謝意を表す

る。特に，研究の取りまとめにご尽力いただいた椚　順子さん，研究を補助し

てくれた周　慧萍博士には，いくら感謝してもしたりないほどである。また，

自動車技術会ヒューマンファクター部門委員会リスク認知評価指標検討WG
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に参画いただいた各位にも御礼申し上げる。さらに，国土交通省自動車局の皆

様，オランダ Groningen大学の Dick de Waard博士，立教大学の芳賀　繁教授，

株式会社堀場製作所などから，貴重な資料のご提供や転載許可をいただいた。

ほかにも，直接名前を挙げることはできないが，数多くの自動車業界の皆様と

の研究交流から多くのヒントを得ている。

　また，このような企画を承認していただいた上に，遅々として進まない執筆

作業に対して，忍耐強くご尽力いただいたコロナ社に厚く御礼申し上げる。

　最後に，本書の執筆を陰ながら支えてくれた著者らの家族に感謝の意を述べ

たい。本当に，本当にありがとうございました。

　2015 年 5 月

著者一同　
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─ 基礎編 ─

　

1 追突事故を取り巻く環境

　この章では，まず国内外の道路交通安全の全体像を俯
ふ

瞰
かん

し，その中での追
突事故の位置付けを明らかにする。さらに，追従行動に対する基本的な理解
の仕方を紹介し，追突する場合としない場合との違いを示す。その上で，一
見単純そうな追突現象が，実際にはさまざまな課題を含む，奥深い問題であ
ることを指摘する。

　

1 .1　交通事故の現状

1 .1 .1　日 本 の 現 状

　日本における近年の交通事故の発生状況は，死者数（事故発生後 24 時間以

内の死亡）・負傷者数・事故件数のいずれの値も減少する傾向を示している

（図 1 .1）。1年間の死者数で見ると，1970 年に 16 765 人という高い水準であっ

たものが，1971 年以降は減少に転じて 1979 年には 8 466 人と半減した1）†。と

ころが，1980 年から 1992 年にかけて一転して増加し，1992 年には 11 452 人

となり，1974 年当時の水準まで増加した。1993 年以降に再び減少してからは

減少傾向が継続し，2013 年には 4 373 人にまで減少している。この要因として

は，シートベルトの設置義務化（1969 年～）・装着義務化（1986 年～），自動

†　肩付き数字は，章末の引用・参考文献番号を表す。
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2 1 .　追突事故を取り巻く環境

車アセスメントの開始（1995 年～）2），救命救急士の救命行為に対する規制緩

和（2004 年～）3）など，車両の安全性向上4），安全な交通の確保のための法律

改正，救急医療体制の整備・規制緩和などの各方面の取組みが考えられる。死

亡事故の特徴も時代とともに変化しており，16 ～ 24 歳の若年層のドライバに

よる死亡事故と最高速度違反や飲酒運転による悪質な運転による死亡事故が大

幅に減少してきている1）。ただし，負傷者数と事故件数も 2004 年以降は減少

しているものの，その絶対数は負傷者数（78 .1 万人），事故件数（62 .9 万件）

ともに依然として高い水準で推移している。

　これらの数値の増減を議論する上では，自動車の保有台数の変化や，自動車

の移動量を示す走行距離の変化など，社会情勢の変化と比較する必要がある。

そのためには，保有台数当りや走行距離当りという観点で事故の起こりやすさ

の変化を把握することが有効である。

　図 1 .2は，保有台数当りの事故件数と走行台キロ当りの事故件数の 1966 年

から 2012 年における推移を表している。1970 年代にかけて事故の起こりやす

さは顕著に減少していたが，1980 年以降は大きく増減することなく，ある一

定の水準で推移していることがわかる。事故の起こりやすさが一定の水準で推

移している中，図 1.1 が示す死者数の減少傾向は，前述した車両の衝突安全

（passive safety）性の向上や救急医療体制の充実による効果を示唆している。

30
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図 1 .1　交通事故の発生状況の推移（死者数，負傷者数，事故件数）1）
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31 .1　交通事故の現状

　その一方で，交通事故の基本的な発生状況はほとんど変化していないことか

ら，今後の対策は事故の起こりやすさをいかに低下させるかが課題といえるた

め，交通事故を未然に防止（prevention）するための対策をより充実させるこ

とが不可欠である。

1 .1 .2　交通事故死者数の海外各国の現状との比較

　日本においては 1990 年代から交通事故の死亡者が大幅に減少しているが，

海外各国の状況と比較するとどのような差異があるのだろうか。図 1 .3は，
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図 1 .2　保有台数当り，走行台キロ当りの各事故件数の推移1）
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4 1 .　追突事故を取り巻く環境

IRTAD（国際道路交通事故データベース†）が公表している，日本を含む 30 箇

国の各国の 1年当りの交通事故死者数の変化率の分布と中央値の推移を比較し

た結果である5）。1980 年代は増加と減少の国が混在していたが，1990 年代以

降は徐々に死者数が減少する国が増加し，2005 年以降はすべての国で死者数

が減少している。さらに，30 箇国の中央値の推移を見ても 1980 年代の－0.9

％から 2005 年以降は－5.6％と減少する率も時が経過するほど拡大している。

このように，世界各国で交通事故の死者数の低減に大きな成果を上げてきてい

る。

　世界的な動向に対してわが国がどのような動向であったのかを比較するた

め，世界各国の死者数の変化率の中央値と日本の交通事故死者数の変化率を

1980 年から 2009 年にかけて比較した結果を図 1 .4に示した。日本の死者数

は，1980 年代は増加していたものの，1990 年代以降は世界各国の中央値に近

い減少率を記録するように変化している。このように，交通事故の死者数の変

化率を見ると，1990 年以降は日本も世界的な動向と同様に交通事故の死者数

を減少する方向へ変化している。

†　IRTADデータベースでは，死者を事故後 30 日以内に死亡した人（自殺を除く）と定
義しているため，この項では 30 日以内の死者数について述べている。
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図 1 .4　 世界各国の死者数の変化率の中央値と日本
の交通事故死者数の変化率の比較 5）
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51 .1　交通事故の現状

　ところが，死者数が年々減少するという傾向が国によって変化しつつある状

況が近年見られている。図 1 .5は，1980 年からの死者数が変化する傾向別の

国数の割合を示しているが，1980 年代は 10 箇国が増加していた状況が，1990

年代には 5箇国，2000 年から 2004 年では 2箇国，2005 年以降は 30 箇国すべ

てで減少する傾向を示した。しかしながら，各国の最近の統計に基づく変化率

を見ると，10 箇国が増加する傾向を示している。この結果は，交通事故の死

者数が年々減少していく傾向が，今後も同様に継続するかどうかが不透明な時

期に差し掛かっていることを示唆するものと考えられる。

　国によって死者数とその変化率の示す特徴は異なっており，（ 1）減少する

傾向が安定的に継続している国，（ 2）減少する傾向が鈍化，または，増加す

る傾向に変化している国，（ 3）増加と減少の傾向が 1年ごとに変化している

国の三つに大きく分類することができる。図 1 .6は，（ 1）　の特徴を示すイタ

リアとベルギーにおける，1990 年，2000 年および 2010 ～ 2012 年の死者数と

1年当りの死者数の平均的な変化率の推移を表している。2012 年の死者数はど

ちらの国も 1990 年に比べて約 50 ～ 60％減少し，さらに 1年当りの変化率も

安定的に減少傾向を示している。

　図 1 .7は，（ 2）　の特徴を示すオーストラリアとオランダにおける死者数と 1

西
暦
年

構成率〔％〕
0

1980～1989

1990～1999

2000～2004

2005～2009

2010～2011

2011～2012

10

5

2

10

9

20

25

28

30

20

21

25 50 75 100

増加 減少

図 1 .5　 交通事故死者数の 1年当りの変化率の
傾向別の国数の割合（30 箇国）5）コ
ロ

ナ
社



6 1 .　追突事故を取り巻く環境

年当りの死者数の変化率の関係の推移を表している。2012 年の死者数は 1990

年に比べて 40 ～ 60％減少した値を示すように，死者数そのものは顕著に減少

している。ただし，安定的に減少していた傾向が近年変化してきており，2012

年には 2箇国ともに増加する傾向を示している。

　図 1 .8は，（ 3）　の特徴を示すドイツとスウェーデンにおける死者数と 1年

当りの死者数の変化率の関係の推移を表している。近年の死者数が増加した

り，減少したりする傾向を示しているが，1990 年の死者数に比べて 60 ～ 70％

減少しており，死者数低減に関して大きな実績がある中での増加の傾向であ

る。
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図 1 .6　死者数と 1年当りの死者数の変化率の推移（イタリア，ベルギー）5）
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71 .1　交通事故の現状

　（ 1）　～　（ 3 ）　の特徴のうち，日本はどのような傾向を示すであろうか。図

1 .9は，日本における死者数と 1年当りの死者数の変化率の推移である。1980

年代は死者数が増加している状態であったが，1990 年代以降に減少する傾向

を示してからは 2012 年に至るまで継続している。したがって，死者数の変化

に基づくと，日本は　（ 1 ）　の特徴を示す国であるといえる。ただし，交通事故

の死者数低減に関して明確な実績を上げた国の中に頭打ちの傾向を示す国が複

数見られることを考慮すると，日本においても死者数の低減の減少率が鈍化し

たり，反転して増加する傾向を示したりする状況も十分に想定される。
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図 1 .8　死者数と 1年当りの死者数の変化率の推移（ドイツ，スウェーデン）5）
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